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〔８款〕ゴルフ場利用税交付金                            （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 収 入 済 額 増 減 額 ・ 率 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

ゴ ル フ 場 

利 用 税 

交 付 金 

75,000,000 85,747,304 10,747,304 84,182,332 1,564,972 

  14.3%  1.9% 

 

予算現額７５，０００，０００円に対して、収入済額８５，７４７，３０４円で、収入済額は予

算現額に対して、１０，７４７，３０４円（１４．３％）の増加である。また、前年度と比較する

と１，５６４，９７２円（１．９％）増加している。 

 

 

〔９款〕環境性能割交付金                             （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 収 入 済 額 増 減 額 ・ 率 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

環境性能割

交 付 金 

22,000,000 28,975,152 6,975,152 22,280,138 6,695,014 

  31.7%  30.0% 

 

予算現額２２，０００，０００円に対して、収入済額２８，９７５，１５２円で、収入済額は予

算現額に対して６，９７５，１５２円（３１．７％）の増加である。また、前年度と比較すると

６，６９５，０１４円（３０．０％）増加している。 

 

 

〔10 款〕地方特例交付金                              （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 収 入 済 額 増 減 額 ・ 率 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

地 方 特 例 

交 付 金 

52,453,000 52,453,000 0 55,529,000 △3,076,000 

  0.0% 
 

△5.5% 

新型コロナウ

イルス感染症

対策地方税減

収補てん特別

交 付 金 

1,000 1,235,000 1,234,000 85,423,000 △84,188,000 

  123,400.0% 

  

△98.6% 

合 計 
52,454,000 53,688,000 1,234,000 140,952,000 △87,264,000 

  2.4%   △61.9% 

 

予算現額５２，４５４，０００円に対して、収入済額５３，６８８，０００円で、収入済額は予

算現額に対して、１，２３４，０００円（２．４％）の増加である。また、前年度と比較すると８

７，２６４，０００円（６１．９％）減少している。 
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〔11 款〕地方交付税                                 （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 収 入 済 額 増 減 額 ・ 率 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

地方交付税 
2,068,815,000 2,082,376,000 13,561,000 1,926,326,000 156,050,000 

  
0.7% 

 
8.1% 

 

予算現額２,０６８,８１５,０００円に対して、収入済額２,０８２,３７６,０００円で、収入済

額は予算現額に対して、１３,５６１,０００円（０．７％）の増加である。また、前年度と比較す

ると１５６,０５０,０００円（８.１％）増加している。 

 

 

〔12 款〕交通安全対策特別交付金                           （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 収 入 済 額 増 減 額 ・ 率 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

交 通 安 全 

対 策 特 別 

交 付 金 

6,800,000 5,818,000 △982,000 6,719,000 △901,000 
  

△14.4% 
 

△13.4% 

 

予算現額６，８００，０００円に対して、収入済額５,８１８，０００円で、収入済額は予算現

額に対して、９８２，０００円（１４．４％）の減少である。また、前年度と比較すると９０１，

０００円（１３．４％）減少している。 

 

 

〔13 款〕分担金及び負担金                               （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 収 入 済 額 増 減 額 ・ 率 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

負 担 金 
163,651,000 154,003,156 △9,647,844 154,516,493 △513,337 

  
△5.9% 

 
△0.3% 

 

予算現額１６３，６５１，０００円に対して、収入済額１５４，００３，１５６円で、収入済額

は予算現額に対して、９，６４７，８４４円（５．９％）の減少である。また、前年度と比較する

と５１３，３３７円（０．３％）減少している。 

 

○収入未済額と不納欠損額                             （単位：円） 

区   分  ( 節 ） 調 定 額 収 入 済 額 収入未済額 不納欠損額 収 納 率 

児 童 福 祉 費 負 担 金 152,051,660 149,488,460 1,980,600 582,600 98.3% 

 

収入未済額の内訳は、保育所入所児童保護者負担金の現年度分６０８，９１０円（２８件）、過

年度分３５０，８３０円（９件）、学童保育室保護者負担金の現年度分７０６，３６０円（６５

件）、過年度分２６５，０００円（８件）、保育所入所児副食費保護者負担金４９，５００円（１１

件）である。 
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  また、不納欠損額は滞納繰越分５８２，６００円（６０件）であり、地方自治法第２３６条の規

定による所定の手続きにより、不納欠損処分されている。 

 

〔14 款〕使用料及び手数料                              （単位：円） 

区分 予算現額 収入済額 増減額・率 前年度決算額 増減額・率 

使 用 料 
113,898,000 118,641,253 4,743,253 63,696,323 54,944,930 

  4.2% 
 

86.3% 

手 数 料 
128,682,000 118,990,610 △9,691,390 119,984,500 △993,890 

  △7.5% 
 

△0.8% 

合 計 
242,580,000 237,631,863 △4,948,137 183,680,823 53,951,040 

  △2.0% 
 

29.4% 

 

予算現額２４２，５８０，０００円に対して、収入済額２３７，６３１，８６３円で、収入済額

は予算現額に対して４，９４８，１３７円（２．０％）の減少である。また、前年度と比較すると

５３，９５１，０４０円（２９．４％）増加している。 

 

○収入未済額                                   （単位：円） 

区   分  ( 節 ） 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額 収 納 率 

住 宅 使 用 料 9,796,773 9,597,373 199,400 98.0% 

 

収入未済額の内訳は、住宅使用料で市営住宅使用料の現年度分１９９，４００円（１６件）であ

る。 

 

〔15 款〕国庫支出金                               （単位：円） 

区分 予算現額 収入済額 増減額・率 前年度決算額 増減額・率 

国庫負担金 
2,771,533,000 2,602,999,502 △168,533,498 2,772,026,902 △169,027,400 

  △6.1% 
 

△6.1% 

国庫補助金 
1,985,126,000 1,778,157,432 △206,968,568 1,951,421,120 △173,263,688 

  △10.4% 
 

△8.9% 

委 託 金 
13,755,000 16,661,052 2,906,052 17,904,738 △1,243,686 

  21.1% 
 

△6.9% 

合 計 
4,770,414,000 4,397,817,986 △372,596,014 4,741,352,760 △343,534,774 

  △7.8%  △7.2% 

予算現額４，７７０，４１４，０００円に対して、収入済額４，３９７，８１７，９８６円で、

収入済額は予算現額に対して、３７２，５９６，０１４円（７．８％）の減少である。また、前年

度と比較すると３４３，５３４，７７４円（７．２％）減少している。 
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○収入未済額                                 （単位：円） 

区   分  ( 節 ） 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額 収 納 率 

戸 籍 住 民 基 本 台 帳 費 

国 庫 補 助 金 
26,917,000 22,415,000 4,502,000 83.3% 

道 路 橋 り ょ う 費 

国 庫 補 助 金 
73,648,000 66,568,000 7,080,000 90.4% 

中 学 校 費 国 庫 補 助 金 176,832,000 101,925,000 74,907,000 57.6% 

 

  収入未済額の内訳は、戸籍住民基本台帳費国庫補助金の社会保障・税番号制度システム整備費補

助金４，５０２，０００円、道路橋りょう費国庫補助金の防災・安全社会資本整備交付金７，０８

０，０００円、中学校費国庫補助金の学校施設環境改善交付金７４，９０７，０００円である。い

ずれも補助対象事業が令和５年度に繰り越されたことによるものである。 

 

〔16 款〕県支出金                                （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 収 入 済 額 増 減 額 ・ 率 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

県 負 担 金 
952,570,000 903,736,954 △48,833,046 854,009,059 49,727,895 

    △5.1%   5.8% 

県 補 助 金 
304,502,000 269,971,172 △34,530,828 269,372,251 598,921 

    △11.3%   0.2% 

委 託 金 
119,727,000 122,503,748 2,776,748 116,835,462 5,668,286 

    2.3%   4.9% 

合 計 
1,376,799,000 1,296,211,874 △80,587,126 1,240,216,772 55,995,102 

    △5.9%   4.5% 

 

予算現額１，３７６，７９９，０００円に対して、収入済額１，２９６，２１１，８７４円で、

収入済額は予算現額に対して、８０，５８７，１２６円（５．９％）の減少である。また、前年度

と比較すると５５，９９５，１０２円（４．５％）増加している。 
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〔17 款〕財産収入                                （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 収 入 済 額 増 減 額 ・ 率 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

財 産 運 用 

収 入 

4,987,000 4,289,094 △697,906 4,580,658 △291,564 

    △14.0%   △6.4% 

財 産 売 払 

収 入 

7,792,000 7,791,496 △504 144,569,977 △136,778,481 

    △0.0%   △94.6% 

合 計 
12,779,000 12,080,590 △698,410 149,150,635 △137,070,045 

    △5.5%   △91.9% 

 

予算現額１２，７７９，０００円に対して、収入済額１２，０８０，５９０円で、収入済額は予

算現額に対して、６９８，４１０円（５．５％）の減少である。また、前年度と比較すると、１３

７，０７０，０４５円（９１．９％）減少している。 

 

〔18 款〕寄附金                                    （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 収 入 済 額 増 減 額 ・ 率 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

寄 附 金 
428,859,000 307,153,480 △121,705,520 345,516,144 △38,362,664 

    △28.4%   △11.1% 

 

予算現額４２８，８５９，０００円に対して、収入済額３０７，１５３，４８０円で、収入済額

は予算現額に対して、１２１，７０５，５２０円（２８．４％）の減少である。また、前年度と比

較すると３８，３６２，６６４円（１１．１％）減少している。 

 

 

〔19 款〕繰入金                                   （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 収 入 済 額 増 減 額 ・ 率 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

特 別 会 計 

繰 入 金 

81,984,000 81,982,552 △1,448 128,476,366 △46,493,814 

    △0.0%   △36.2% 

基金繰入金 
585,139,000 419,538,113 △165,600,887 709,183,655 △289,645,542 

    △28.3%   △40.8% 

合 計 
667,123,000 501,520,665 △165,602,335 837,660,021 △336,139,356 

    △24.8%   △40.1% 

 

予算現額６６７，１２３，０００円に対して、収入済額５０１，５２０，６６５円で、収入済額

は予算現額に対して、１６５，６０２，３３５円（２４．８％）の減少である。また、前年度と比

較すると３３６，１３９，３５６円（４０．１％）減少している。 
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〔20 款〕繰越金                                  （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 収 入 済 額 増 減 額 ・ 率 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

繰 越 金 
2,277,990,400 2,277,991,076 676 1,730,231,208 547,759,868 

    0.0%   31.7% 

 

予算現額２，２７７，９９０，４００円に対して、収入済額２，２７７，９９１，０７６円で、

収入済額は予算現額に対して、６７６円（０．０％）の増加である。また、前年度と比較すると５

４７，７５９，８６８円（３１．７％）増加している。 

 

〔21 款〕諸収入                                 （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 収 入 済 額 増 減 額 ・ 率 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

延滞金、加算

金 及 び 過 料 

9,000,000 11,503,737 2,503,737 7,203,497 4,300,240 

    27.8%   59.7% 

市 預 金 利 子 
1,000 1,430 430 1,331 99 

    43.0%   7.4% 

貸 付 金 

元 利 収 入 

5,500,000 5,500,000 0 6,000,000 △ 500,000 

    0.0%   △ 8.3% 

受 託 事 業 

収 入 

23,855,000 21,879,410 △ 1,975,590 19,822,067 2,057,343 

    △ 8.3%   10.4% 

雑 入 
397,032,000 619,429,202 222,397,202 391,668,994 227,760,208 

    56.0%   58.2% 

合 計 
435,388,000 658,313,779 222,925,779 424,695,889 233,617,890 

    51.2%   55.0% 

 

予算現額４３５，３８８，０００円に対して、収入済額６５８，３１３，７７９円で、収入済額

は予算現額に対して、２２２，９２５，７７９円（５１．２％）の増加である。前年度と比較する

と２３３，６１７，８９０円（５５．０％）増加している。 
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○収入未済額と不納欠損額                             （単位：円） 

区 分 (節） 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額 不 納 欠 損 額 収 納 率 

過 年 度 収 入 445,193,354 227,193,354 218,000,000 
0 

51.0% 

学校給食費収入 200,919,830 197,645,078 3,274,752 
0 

98.4% 

民 生 費 雑 入 114,001,851 58,453,181 44,423,432 11,125,238 51.3% 

 

収入未済額の内訳は、過年度収入の災害復旧費国・県支出金追加分２１８，０００，０００円、

学校給食費収入の学校給食費徴収金現年度分１，９６８，５３６円、学校給食費徴収金滞納繰越分

１，３０６，２１６円、民生費雑入の生活保護費返還金４３，３７６，３９１円、児童手当返還金

８９０，０００円、老人保健第三者納付金１５０，０００円、後期高齢者健康診査返還金７，０４

１円である。 

また、不納欠損額は生活保護費返還金１１，１２５，２３８円であり、地方自治法第２３６条の

規定による所定の手続きにより、不納欠損処分されている。 

 

〔22 款〕市債                                   （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 収 入 済 額 増 減 額 ・ 率 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

市 債 
1,842,811,000 1,241,011,000 △ 601,800,000 1,357,440,000 △ 116,429,000 

    △ 32.7%   △ 8.6% 

 

予算現額１，８４２，８１１，０００円に対して、収入済額は１，２４１，０１１，０００円で

あり、収入済額は予算現額に対して、６０１，８００，０００円（３２．７％）の減少である。ま

た、前年度と比較すると１１６，４２９，０００円（８．６％）減少している。 

市債の内訳は、都市計画債４７，３００，０００円、道路橋りょう債５１，７００，０００円、

消防債９，２００，０００円、小学校債１０４，３００，０００円、中学校債１４５，５００，０

００円、社会教育債３８１，８００，０００円、保健体育債１３３，８００，０００円、臨時財政

対策債３００，６１１，０００円、公共土木施設災害復旧債６６，８００，０００円である。 



 17

５ 歳出  

〔１款〕議会費                                    （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 支出済額・率 不 用 額 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

議 会 費 
171,589,000 169,916,410 1,672,590 173,946,180 △ 4,029,770 

  99.0%     △ 2.3% 

 

議会運営に関する経常経費であり、予算現額１７１，５８９，０００円に対して、支出済額は１６

９，９１６，４１０円である。また、前年度と比較すると４，０２９，７７０円（２．３％）減少して

いる。 

 

 

〔２款〕総務費                                   （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 支出済額・率 不 用 額 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

総 務 管 理 費 
3,368,994,000 3,104,705,980 262,288,020 3,354,209,332 △249,503,352 

  92.2%     △7.4% 

徴 税 費 
367,502,000 342,877,977 24,624,023 315,137,565 27,740,412 

  93.3%     8.8% 

戸 籍 住 民 

基 本 台 帳 費 

155,845,000 144,007,618 7,334,382 171,288,271 △27,280,653 

  92.4%     △15.9% 

選 挙 費 
44,026,000 39,997,677 4,028,323 30,548,350 9,449,327 

  90.9%     30.9% 

統 計 調 査 費 
1,799,000 1,092,996 706,004 1,726,067 △633,071 

  60.8%     △36.7% 

監 査 委 員 費 
9,255,000 9,026,456 228,544 8,582,396 444,060 

  97.5%     5.2% 

合 計 
3,947,421,000 3,641,708,704 299,209,296 3,881,491,981 △239,783,277 

  92.3%     △6.2% 

 

予算現額３，９４７，４２１，０００円に対して、支出済額は３，６４１，７０８，７０４円であ

り、前年度と比較すると２３９，７８３，２７７円（６．２％）減少している。 

支出済額の主なものは、総務管理費のまちづくり寄附金事務（一般管理費）４４７，９１５，６８８

円、財政調整基金管理運用事務（財産管理費）７４５，３７７，２２６円、公共施設整備基金管理運用

事務（財産管理費）２００，２３１，９３９円、民生費国・県支出金等返還事務（諸費）１５４，４４

１，４０８円である。 

 翌年度繰越額が２，０００，０００円（総務管理費）、４，５０３，０００円（戸籍住民基本台帳

費）である。 
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〔３款〕民生費                                   （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 支出済額・率 不 用 額 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

社 会 福 祉 費 
4,618,093,000 4,302,037,446 316,055,554 4,191,434,706 110,602,740 

  93.2%     2.6% 

児 童 福 祉 費 
3,280,319,000 3,019,360,934 260,958,066 3,758,559,130 △ 739,198,196 

  92.0%     △ 19.7% 

生 活 保 護 費 
1,057,940,000 1,016,350,418 41,589,582 981,851,231 34,499,187 

  96.1%     3.5% 

災 害 救 助 費 
954,000 950,000 4,000 100,000 850,000 

  99.6%     850.0% 

合 計 
8,957,306,000 8,338,698,798 618,607,202 8,931,945,067 △ 593,246,269 

  93.1%     △ 6.6% 

 

予算現額８,９５７,３０６,０００円に対して、支出済額は８,３３８,６９８,７９８円であり、

前年度と比較すると５９３,２４６,２６９円（６．６％）減少している。 

支出済額の主なものは、社会福祉費の電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金給付事業

（社会福祉総務費）２３１，４５０，０００円、障がい福祉サービス等給付事業（障害者福祉費）

１，２２５，６８８，００７円、重度心身障がい者医療費助成事業（障害者福祉費）１１０，０５

６，０７１円、後期高齢者医療広域連合療養給付費負担事務（老人福祉費）５７０，６３３，５３

４円、児童福祉費の子ども医療費支給事業（児童福祉総務費）１４５，５３４，２４２円、民間保

育園等児童保育委託事業（児童措置費）５３１，８８９，５６０円、子どものための教育・保育給

付事業（児童措置費）３１９，２８９，５８８円、児童手当支給事業（児童措置費）７１９，８２

５，０００円、学童保育室維持管理事業（児童福祉施設費）３２６，９５４，０６９円、生活保護

費の低所得者自立支援事業（扶助費）９３７，１７８，０１９円である。 

 

 

 

〔４款〕衛生費                                  （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 支出済額・率 不 用 額 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

保 健 衛 生 費 
1,088,452,000 948,015,653 140,436,347 897,933,850 50,081,803 

  87.1%     5.6% 

清 掃 費 
1,021,474,000 997,056,051 22,496,249 971,035,876 26,020,175 

  97.6%     2.7% 

合 計 
2,109,926,000 1,945,071,704 162,932,596 1,868,969,726 76,101,978 

  92.2%     4.1% 
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予算現額２，１０９，９２６，０００円に対して、支出済額は１，９４５，０７１，７０４円であ

る。また、前年度と比較すると７６，１０１，９７８円（４．１％）増加している。 

支出済額の主なものは、保健衛生費の予防接種事業（予防費）１２１，８６５，６０３円、清掃

費の一般廃棄物収集運搬処理事業（塵芥処理費）８１６，０３１，８０８円である。 

翌年度繰越額が１，９２１，７００円（塵芥処理費）である。 

 

 

〔５款〕労働費                                  （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 支出済額・率 不 用 額 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

労 働 諸 費 
753,000 512,232 240,768 434,110 78,122 

  68.0%     18.0% 

 

予算現額７５３，０００円に対して、支出済額は５１２，２３２円である。また、前年度と比較

すると７８，１２２円（１８．０％）増加している。 

支出済額の主なものは、労働相談事業（労働諸費）９４，０００円である。 

 

 

〔６款〕農林水産業費                               （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 支出済額・率 不 用 額 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

農 業 費 
100,461,000 93,267,268 7,193,732 84,579,929 8,687,339 

  92.8%     10.3% 

林 業 費 
10,887,000 9,696,126 1,190,874 9,869,731 △ 173,605 

  89.1%     △ 1.8% 

合 計 
111,348,000 102,963,394 8,384,606 94,449,660 8,513,734 

  92.5%     9.0% 

 

予算現額１１１，３４８，０００円に対して、支出済額は１０２，９６３，３９４円である。ま

た、前年度と比較すると８，５１３，７３４円（９．０％）増加している。 

支出済額の主なものは、農業費の農業経営者燃料価格等高騰対策支援事業（農業振興費）１４，

３０４，７３０円である。 

 

 

〔７款〕商工費                                  （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 支出済額・率 不 用 額 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

商 工 費 
332,368,000 267,966,992 64,401,008 221,421,766 46,545,226 

  80.6%     21.0% 
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予算現額３３２，３６８，０００円に対して、支出済額は２６７，９６６，９９２円である。ま

た、前年度と比較すると４６，５４５，２２６円（２１．０％）増加している。 

支出済額の主なものは、キャッシュレス決済導入促進事業（商工総務費）７３，６９０，３３４

円、巾着田維持管理事業（観光費）５３，４３２，０８５円である。 

 

 

〔８款〕土木費                                   （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 支出済額・率 不 用 額 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

土 木 管 理 費 
216,750,000 211,087,989 5,662,011 201,003,797 10,084,192 

  97.4%     5.0% 

道 路 

橋 り ょ う 費 

472,586,000 423,576,673 15,245,327 418,608,658 4,968,015 

  89.6%     1.2% 

河 川 費 
59,392,000 16,369,600 1,522,400 100,832,700 △ 84,463,100 

  27.6%     △ 83.8% 

都 市 計 画 費 
626,962,000 583,936,578 43,025,422 394,299,613 189,636,965 

  93.1%     48.1% 

住 宅 費 
16,257,000 12,750,959 3,506,041 8,882,605 3,868,354 

  78.4%     43.5% 

合 計 
1,391,947,000 1,247,721,799 68,961,201 1,123,627,373 124,094,426 

  89.6%     11.0% 

 

予算現額１,３９１,９４７,０００円に対して、支出済額は１,２４７,７２１,７９９円であり、

前年度と比較すると１２４,０９４,４２６円（１１．０％）増加している。 

支出済額の主なものは、道路橋りょう費の道路等維持・補修事業（道路維持費）２３０，７４

８，０２４円、高麗川駅東地区整備事業（道路新設改良費）８８，７９４，２００円、都市計画費

の高麗川駅東口開設事業（都市計画総務費）１２２，９５２，９２９円、都市計画費の都市公園等

維持管理事業（公園費）８０，７８６，７７３円である。 

翌年度繰越額が３３，７６４，０００円（道路橋りょう費）、４１，５００，０００円（河川

費）である。 

 

 

〔９款〕消防費                                    （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 支出済額・率 不 用 額 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

消 防 費 
812,572,000 803,655,945 8,916,055 804,591,846 △ 935,901 

  98.9%     △ 0.1% 

 

埼玉西部消防組合への負担金や消防団に関する経費が主なものであり、予算現額８１２，５７
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２，０００円に対して、支出済額は８０３，６５５，９４５円である。前年度と比較すると９３

５，９０１円（０．１％）減少している。 

支出済額の主なものは、埼玉西部消防組合事務（常備消防費）７３９，０９２，７６１円であ

る。 

 

 

〔10 款〕教育費                                   （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 支出済額・率 不 用 額 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

教 育 総 務 費 
490,479,000 472,863,095 17,615,905 492,706,990 △ 19,843,895 

  96.4%     △ 4.0% 

小 学 校 費 
524,425,000 435,162,751 43,832,249 184,981,908 250,180,843 

  83.0%     135.2% 

中 学 校 費 
1,114,790,000 570,693,864 81,840,136 146,803,828 423,890,036 

  51.2%     288.7% 

社 会 教 育 費 
912,660,000 862,206,186 50,453,814 362,036,610 500,169,576 

  94.5%     138.2% 

保 健 体 育 費 
706,348,000 680,262,858 26,085,142 647,026,236 33,236,622 

  96.3%     5.1% 

合 計 
3,748,702,000 3,021,188,754 219,827,246 1,833,555,572 1,187,633,182 

  80.6%     64.8% 

 

予算現額３，７４８，７０２，０００円に対して、支出済額は３，０２１，１８８，７５４円であ

り、前年度と比較すると１，１８７，６３３，１８２円（６４．８％）増加している。 

支出済額の主なものは、小学校費の小学校維持管理事業（学校管理費）３５５，１６３，９４５

円、中学校費の中学校維持管理事業（学校管理費）１３４，７９１，３１５円、社会教育費の新高

萩公民館建設事業（公民館費）４７６，３５８，３００円、保健体育費の学校給食運営事業（学校

給食費）１４２，７７４，０７６円、学校給食費管理事業（学校給食費）２１３，９１５，５７９

円、市民プール維持管理事業（体育施設費）１４８，８１５，７００円である。 

翌年度繰越額が４５，４３０，０００円（小学校費）、４６２，２５６，０００円（中学校費）

である。 

 

 

〔11 款〕災害復旧費                                （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 支出済額・率 不 用 額 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

公 共 土 木 

施 設 災 害 

復 旧 費 

704,375,400 293,495,760 139,486,040 227,942,600 65,553,160 

  41.7%     28.8% 
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予算現額７０４，３７５，４００円に対して、支出済額は２９３，４９５，７６０円であり、前

年度と比較すると６５，５５３，１６０円（２８．８％）増加している。 

支出済額の内訳は、災害復旧事業（公共土木施設災害復旧費）２９３，４９５，７６０円であ

る。 

翌年度繰越額が２７１，３９３，６００円（公共土木施設災害復旧費）である。 

 

 

〔12 款〕公債費                                   （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 支出済額・率 不 用 額 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

公 債 費 
1,518,865,000 1,509,467,592 9,397,408 1,522,361,179 △12,893,587 

  99.4%     △0.8% 

 

予算現額１，５１８，８６５，０００円に対して、支出済額は１，５０９，４６７，５９２円で

あり、前年度と比較すると１２，８９３，５８７円（０．８％）減少している。 

支出済額の内訳は、市債元金償還事務（元金）１，４７５，１８０，１４６円、市債利子支払事

務（利子）３４，２８７，４４６円である。 

 

 

〔13 款〕諸支出金                                  （単位：円） 

区 分 予 算 現 額 支出済額・率 不 用 額 前年度決算額 増 減 額 ・ 率 

公 営 企 業 費 
326,796,000 324,572,650 2,223,350 180,484,000 144,088,650 

  99.3%     79.8% 

 

予算現額３２６，７９６，０００円に対して、支出済額は３２４，５７２，６５０円であり、前

年度と比較すると１４４，０８８，６５０円（７９．８％）増加している。 

支出済額の内訳は、下水道事業会計助成事務（公営企業費）２４２，７９６，０００円、水道事

業会計助成事務（公営企業費）８１，７７６，６５０円である。 

 

   

〔14 款〕予備費                                   （単位：円） 

区 分 当初予算額 補正予算額 充用額・率 予 算 現 額 前年度充用額 増 減 額 ・ 率 

予 備 費 
50,000,000 0 23,687,000 26,313,000 34,146,000 △10,459,000 

    47.4%     △30.6% 

 

歳出決算事項別明細書のとおり、各科目に充当されている。 

 

 

 


